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禁 無断複写・転載飲食料品消費税率等の税制改正速 報

簡易課税制度等における飲食料品に係る消費税計算の特例

1．改正のポイント

（1）趣旨・背景

（2）内容

簡易課税制度は、売上に係る消費税額に業種区分ごとのみなし仕入れ率を乗じて仕入れに係る消費税額

（売上税額から控除する税額）を計算する仕組みであるため、必ず納税額が生じる。1％への税率引下げ改正

により、仮に本則課税を適用していれば納税額が生じない場合が多いと見込まれることを踏まえ、簡易課税

制度において可能な最大限の対応として、飲食料品の売上に係る消費税額に対応する仕入れに係る消費税額

について、その売上に係る消費税額と同額とする特例措置が設けられることとなった。また、インボイス制度

における小規模事業者向けの経過措置（2割特例または3割特例）においても同様の措置が設けられる。

① 簡易課税制度における飲食料品の譲渡に係る仕入税額の特例

簡易課税制度適用事業者（注1）が、軽減税率が適用される飲食料品の譲渡を行った場合には、仕入れに係

る消費税を売上に係る消費税と同額とすることにより、当該譲渡に係る納税額を生じさせないこととする。

改正後の
みなし仕入れ税額

改正前の
みなし仕入れ税額

想定される取引（注2）業種区分

売上税額と同額売上税額×90％飲食料品の卸売第一種事業

売上税額と同額売上税額×80％飲食料品の小売
（軽微な加工による販売含む）

第二種事業

売上税額と同額売上税額×70％自社加工飲食料品の販売
調理食品の宅配・テイクアウト

第三種事業

（注1） 簡易課税制度は、基準期間（その年又はその事業年度の前々年又は前々事業年度）における課税売上高が5,000万円以下の事業者について、

簡易課税制度選択適用届出書を提出した場合において適用される。

（注2） 飲食店における店内での飲食の提供（第四種事業）や酒類の販売など軽減税率が適用されない飲食料品の譲渡については改正は行われず、

引き続き現行の簡易課税制度が適用される。

■ 想定取引と改正内容
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禁 無断複写・転載飲食料品消費税率等の税制改正速 報

簡易課税制度等における飲食料品に係る消費税計算の特例

1．改正のポイント

（2）内容
② インボイス制度における小規模事業者向け「2割特例または3割特例制度」に係る特例

インボイス制度においては、小規模事業者向けの簡便的な税額計算措置として、売上に係る消費税額から

売上税額の８割または7割を仕入税額として控除し、納税額を売上税額の2割または3割とする特例がある

（一般的に「２割特例」「３割特例」と呼ばれる。）。当該特例を適用する事業者が軽減税率が適用される飲食

料品の譲渡を行った場合には、仕入れに係る消費税を売上に係る消費税と同額とすることにより、当該譲渡

に係る納税額を生じさせないこととする。

3割特例2割特例特例区分

令和9年・令和10年に含まれる各課税期間
令和5年10月1日から令和8年9月30日まで

の日の属する課税期間
適用期間

左の要件を満たす個人事業者

適格請求書発行事業者として登録をしたこと等
により事業者免税点制度の適用を受けられない
こととなった事業者（登録等をしなければ、基準
期間判定等により免税事業者となる事業者）

適用対象
事業者

売上税額×70％売上税額×80％改正前
税額

控除額 飲食料品の譲渡に係る部分については
売上税額と同額

飲食料品の譲渡に係る部分については
売上税額と同額

改正後

■ 2割特例又は3割特例の概要と改正点

2．適用時期
大綱において適用時期に関する明確な記載はないが、軽減税率１％が適用される取引について適用があ

るものと考えられる。


